

















中小小売商団体（専門店・商店会系） 416 μ1（6．O） 445（O．9）
流　　通　　系（百貨店・チ呈一ソストア系） 1，170 1，362（16．4）1，691（24．2）
メ　ー　カ　ー　系 263 428（62．7） 419（一2，1）
石　　　油　　系 305 352（15．4） 366（4．O）
そ　　　の　　　他 28 38（35．7） 47（23．7）
合　　　　計 5．705　　　　7，380　（29．4）8，683（1τ7）
目本クレジット産業協会r昭絹8，59，60年販．消費者信用白書」
ユo09
2　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第321号
60年3月迄のそれを比較すると，全体的には29．4％から17．7％へと減退してい
る。現在，急成長を続げてきた消費著信用も，各業界の抱えている種々な問題
をみると，その成長も漸くピークに達し，一市場もやや硬直Lてきたのではない
かと言われているが，それがカードの増加率の減退となって現われているとみ
られる。本稿はこのような消費着信用業界の現状を踏まえて，クレジットカー
ドに関する最近の動向を取上げ，それについての筆老の考えを明らかにしたも
のである。
2．　カードの提携
　最近におけるカード業界の動きのなかで，最も注目すべきことは，カードの
提携ということであろう。いまその主要なものに触れよう。
　（・）一銀行系クレジットカード
　銀行系カード会杜6杜（ジ呈一シーピー，日本グイナースクラ■プ，ダイヤモソドク
レジソト，住友クレジソトサービス，ミリオソカードサーピス，ユニオソクレジット）
が，はやくから海外（アメリカ）のカード会杜と提携していることは周知のこ
とであろう。すなわち住友クレジットが▽ISAの伸間に入り，またユニォソ
やダイヤモンドやミリオソがマスター（MASTER）と提携L，ジェーシーピ
ーがアメリカン・エキスプレスと提携L（もっともジェーシービーは現在独自
で積極的に海外へ進出している），さらに日本ダイナースクラブは，当然なこ
とながらアメリカのダイナースクラブと提携している。
　Lかもこのような提携が始められた当時においては，国内の会員が海外に旅
行するときには，その保有するカードとは別に，提携先の海外加盟店でも利用
できる国際カードの発行を請求し，そのカードを所持していったが，現在では
会員カードそのものが内外いずれの加盟店でも利用できるものえと発展してい
る。
　このように銀行系カードは海外カードと提携して，いまや国際カードになっ
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牟が，同時に国内の他系統のカードとの提携も進められた。周知の通り昭和56
年に銀行法の改正が行なわれ，カード業務は銀行の周辺業務から付随業翻こな
った。従って銀行自身がクレジヅトカードを発行できることになり3地方銀行
64行が協同して発行しているバソクカードはかかるカードであるといわれ飢
Lかし都市銀行のいくつかは，みずからクレジットカードを発行するよりは，
新しく子会杜を創設してカード業務を進める方向を打ち出した。このような清
勢下に，銀行系カード会杜（6杜）のなかには，ユニオソクレジットのように，
その組織を木きく改めたところもあるがが，全体の方向とLては，地方銀行，
相互銀行，信用金庫等と提携して，系列のカード会杜（フランチャイズ会杜）
を設立Lて，それぞれのカードの普及に努める結果になったのである。｛2〕、また
さらに，銀行系カード会杜は生保や損保との提携によって，カードを利用した
保険料の支払いを可能にしたり，証券会杜との提携によってカードを使ったシ
ョッピソグの代金支払いに，中期国債ファンドの解約ができる道を開いたりし
ている。
　なおジェーシービー・カードと目専連カードとの提携のように大変注目され
たものもある。すなわち現段階では銀行系カードは，マソスリークリアで，分
割払いないLリボルビング方式による支払いを許されていないが，上記のよう
に分割払いができる日専違カードとの提携は，カードを利用する消費考サイド
からみれぱ，大きく利便性を増加したといえるからである。銀行系カード会杜
は現在リボルビング方式を望んでいるが，この点については後に触れたい。ま
た銀行系カード会杜のなかには流通業と提携（東急TOPカード等）している
ところもある。
　（b）信販系カード
　現在犬手の信販会杜の最犬の業務は個品割賦，すなわち加盟店からの割賦債
権買取りであるが，カード業務の発展にも夫いに努力している。そLて他のカ
ードとの提携もさかんである。その提携は上述した銀行系カード会杜の場合と
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ほぼ同じ方向で，衛に説明を要しない。チなわち証券会杜や生保や揖保との提
携である。だが注目すべきものとして郵便貯金との提携がある。たとえぱ日本
信販は郵便貯金との二者提携のダブル’カードや，郵便貯金と第一家庭電器との
三者提饒のトリプルカードを出Lている（昭和6工年6丹末現在でこのような信販と
郵貯との提携カードは32穫類，約29万枚が発行されているといわれる）。
　（・）流通業のカニド
　百貨店や量飯店のカードを歴史的にみれぱ，最初は顧客の開拓や申込書の受
付げ業務はみずから行ない，その他の業務（后用調査；カード発行，代金回収
等）ぽ信販会杜に代ってもらう，いわゆる代行カ1一ド制が採用されたところが
多かったといえ孔だがいまや百貨店も量販店も信販会杜との提携から離れて，
自分自身のカード（自杜カード）を発行し，その方にウエイトを移してきたこ
とは周知あことである。百貨店や量販唐のなかには，別個の系列のカード会杜
を創らているところもある。このような傾向は，百貨店や量販店に」とっそみず
からが総てを行ない，自杜カードによって顧客を管理して，その販売促進に役
立たせようというねらいからであ乱そして既述したように，百貨店のなかに
は銀行系カードと提携したり，信販系カードと提携したりして（たとえぼ伊勢
丹と目本信販と郵貯が提携Lたジョイントカニド等），会員に対Lてサービス
の増大（加盟店や各種機能の補充）を図っているところもあるσ
　さて，以上でクレジットカードの主流を形成する三系統のカードめ提携の様
子をみてぎたが，それではなぜこのような傾向が起ったのであろうか。いまそ
の要因を考えてみよう。
　（1）カード業務自体のなかに提携へ通ずる性格がある。元来カード業務はあ
る程度の規模をもたなくては採算が取れない。というのは，カーIド業務が要す
るコスト（信用調査費，集金費，事務管理費，貸倒れ補填費，金利等の合計）
と，加盟店や会員から徴収する手数料との差は余り大きくたいからである。ア
メリカでもカード会杜の歴史をみると収益が出てくる迄に相当な年月がかかっ
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狂ところが多かったのは，声一ドによる取引が一定規模以上になるまでの時間
がかかることが一原因であった。
　そこで会員や加盟店を増やすことは，カード会杜にとって必要欠くぺからざ
る条件であって，このような点からみて，提携への道は一般的に自然の方向で
あるといえる。ことに消費老の行動が次第に広範囲にわたるようになれぱ，そ
れだげ多くの地域の加盟店で使えるカードが要望されることになるだろ㌔
　それに実際間題として，カード会員の獲得についても犬いに努力しない隈り，
実質的に会員数が減ってLまうということは事実のようである。たξえぱ中小
小売商団体の単会（チケット団体）の場合などは，会員が引っ越しで他の地域
に移動したり，また多くの加盟店がより広い地域で使える信販系カードに乗り
替えたりするので，名目的な会員数は滅らなくても，スリーピソグカードが増
えて，実質的なクレジット販売と結びつかないのである。この点からも利用範
囲を拡大するための提携が必要とたってくるのである。
　（2）提携することは，それぞれのクレジット供与主体がお互いにもつサーピ
スを利用させて，顧客獲得を促進させるメリットがある。たとえぱトリプルヵ
一ドの一つとして日本信販と郵便貯金と第一家庭電器の提携カードを挙げたが，
このカードは郵政省にとっては，日本信販の加盟店で利用できるというメリッ
トを宣伝Lて郵便貯金を増加させるのに役立つであろう。また日本信販や第一
家庭電器にとっては，郵便局のCDやATMを使って貯金の出し入れが出来
たり，定額貯金があれぼ総合口座も利用できるということで，会員になるよう
に勧誘が出来る。第一家庭電器にとっては，通信販売の顧客がこのカードを使
えぱ，代金決済を郵便局の口座振替えで行なえるので，店舗数の多い郵便局と
の提携は銀行との提携以上に便利である。また日本信販にとってはこのよ5な
カード会員の信用調査，カード自体の発行，債権回収事務たどを担当して，そ
の手数料が入ってくることになる。㈲
　もう一つの例として銀行系カード会杜と保険会杜との提携カードを挙げるこ
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とも出来る。保険会杜にとっては傑険商品を売るときに，このカードをもって
いれぱ，銀行系カードの加盟店で買い物が出来るということを強調して，顧客
の勧誘に役立たせることが出来る。他方鉦行系カード会杜にとっては，かかる
カードの提携によらて加盟店の売上額の増加（従って手数料収入の増加）を期
待できることになる。
　（3）顧客（会員）に対する信用確認という点から，各クレジット供与機関と
その加盟店との間にPOS」やCATのオソライン・システムが発展している
が，このようなシステムの発展が，クレジット業界全体として，できるだげ総
合的なネヅトワークになることを健している。そLてこのようなネットワーク
づくりが，必然的にカード間の提携をも促がす傾向を生み出すことは説明を要
Lないであろうo
　（4）ユーザーである消費者にとっては，多くのカードをもち歩くことは不便
な上に，紛失や盗難にあうという心配も考えられる。消費者，ことに20代や30
代の若年層にとっては，カードをもつことは一種のファヅショソになっている
ことは，いくつかの調査によって確かめられているが，14〕彼等が恐れることの
一つぼ，自分が所持Lているカードでは使えない（その店が加盟店でないた
め）ことが起ることである。そこでどうしても数多くのカードを所有すること
になる。この点からも提携によってポケットに入れるカードの数が少くて済む
ことぽ歓迎されると思われる。アメリカでは数年前からゴールド・カードだげ
ではなく，一般のクレジットカードにも年会費を取る会杜が多くなった。そし
てこのことが個人のカード選択を促進させ，保有するカード数の増加傾向を鈍
化させている。競争が益々激化Lているわが国で，このように一般のカードに
ついて年会費を取ることは簡単には普及しないと思われるが，将来はこのよう
な方向に進み，Lかも会費に見合うサービスを消費老に十分供与するカードが
最後まで生き残っていくものと考えられる。
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3．ICカードの登場
　最近ICカードが注目されている。これが現在のクレジットカードの主流で
ある磁気ストライブカードに替わるのではないかといわれ，カード業界に話題
を投げている。ICカードとはintegrated　circuit　card（集積回路カード）の
略で，一般にこれまでのカードカげラスチヅクカードに磁気記録媒体をはりつ
けているものなのに対し，プラスチックカードにICメモリーを埋め込んだも
のである。
　ICカードを磁気カードと比較して，その最犬の特色と思われることは，磁
気カードよりはるかに大きなメ壬リー（記憶容量）をもつことである。すなわ
ち磁気カードの約100倍であるといわれ孔まさに半導体技術の革新がもたら
したカードである。そこで記憶容量の飛躍的増大という点からだけをみれぱ，
ICカードの出現によって，何枚もの磁気カードをもち歩く必要がなくなり，
カード数が減ることになると考えられる。
　だが果してICカードがこれまでの磁気カードに替わるだろうか。現在既に
大量の磁気カードが存在し，カードのネヅトワークも次第に整備されてきてお
り，オソライン化の捷進によって，中央のセンターに集められた個人情報を，
クレジヅト産業界全体で利用していこうという流れが進められている現状を考
えると，ICカード化への道程は現在のカード業界の趨勢と必ずしも一致した
い。
　それに記憶容量が増大したからといっても，果して多くのクレジヅト供与機
関が，それぞれの情報を一枚の同じICカードに入力することが実際酢…なされ
るだろうか。クレジット供与機関は相互にライバル関係が強いだげに，同種の
機関はもちろんのこと，異種の撰関でも，なにか特別のメリヅトが出てこない
以上は，このようなことぱ出現しないのではなかろうか。しかも現段階では
ICカード作製のコストは極めて高い。要するに，いろいろな視点からみて，
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磁気カードの多くがICカードに替わることは，少くとも箱当な年数を要する
ことと思われる。
　もっとも，現在多くの銀行がキャッシュレス・ショッピングを目指Lて，
ICカードの実験を行なっていることは事実である。たとえぱ住友，協和，東
海，東京都民の諸銀行は西武流通グループ等との提携で，また富士銀行は東武
ストア等との提携で実験している。
　だがICカードが差当って夫いに利用されるのは，その記憶容量が大きいた
め，オフラインカードとしてではないかと思われ飢郵政省は同省のICカー
ド研究会の報告書に沿って，ICカードを用いて郵便貯金，戸籍証明，杜会保
険などのサービスを一枚のカードでできるような方針を進あたいとしているが，
このような行政面での利用がまず考えられる。また西武流通グループはセゾン
ゴールドカード会員に対してICカードを発行L，医療機関と提携してカ＝ド
会員の血液型，心電図，既往症などをイソフ㌧トし，緊急医療に役立たせるこ
とを既に行なっている。その他ICカードが今後進出するのに適している分野
とLては，教育、（学生証，成績証明書等），交通（定期券，回数券，免許証等），
企業（身分証明書，会杜施設の利用等）が考えられている。
　しかL　ICカードが磁気カードに替る可能性を最も強く指摘できる点とLて
は，その安全性において後者よりも非常に高いということであろう。すなわち
記憶容量が大きいので，暗唱番号も現在のカードよりも多くの数字を組み込む
ことができるL，また必ずLも数字だげとは限らないであろう。アメリカでは
ビサカードやマスターカードについても，そのIC化が図られているが，その
最大の理由はカードの安全性の確保ということにある。わが国では偽造カード
による被害は未だ間題にするほどのことではないと聞いているが，アメリカで
はかかる被害が近年急激に増加しており，カード会杜としては，それを防止す
るために偽造しにくいカードとLてICカードの実験を漸次普及させていくこ
とに努めている。一
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　そこでわが国でも将来偽造カードの間題が出現し，またカード作製のコスト
ρ大幅た低下が起れぼ・ICカrドの普及が急遠になるものと思われるが・当
分のあいだはオンライン把重点を置く現在の騨気カードと，オフラインのカー
ドとしてのICカードとが併存して。それぞれの特色を発揮していくと思われ
る。
4．　カードをめぐる環境の整備
　クレジット業界の最近の動向とLてもう一つ注目すべきことは，クレジット
カードをめぐる環境の整備が急遠に充実Lてきたことであ乱
　まず第一に挙げられることはカードチェック機構の充実である。通常，加盟
店は顧客からカードが提出されたときに，販売を許してよいかをチェックしな
けれぱならない。Lかし加盟店㌍とって，カードでの販売が行なわれるたびご
とに，カード会杜にその承認（authcrization）を求めることは大変なので，現
在でぼカメラなどの換金性の高い商晶や，一般の商品については10万円以上の
ものだげに，これが要求されている。しかし加盟店は顧客から提示されたカー
ドが無効カードではないかどうか，すなわち期隈切れ，与信限度超過，紛失・
盗難等で失効したものであるかどうかを．，カ」一ド会杜から送られてきたr無効
カード通知表」でチェヅクすることが義務づけられている。
　だが実際には加盟店がこのようなチェックを十分にやっていたいことは，一
昨年（昭和60年6月）に目本クレジット産業協会によって行なわれた調査で明
らかである。㈲全体では照合を「必ずしている」は32．2％，r全くしていない」
は18．7％，「ケiスバイケースでしている」が45．2％であった。そしてその理
由とLては「無効カード通知を客の前でみられない」「面倒で見る気がしない」
r無効カードを見る時間がたい」などが大きなウエイトを占めていた。要する
に無効カード通釦表によるチェックの効果は，この調査をみる隈り限界があり，
これではカードに関するトラブルの発生を防止することは出来ない。
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　そこでこれに代る新Lい照合のメカニズムが必要となるが，これに応じてい
るのが加盟店でのエレクトロニクス化，すなわちコソピュータ端末機の導入と
いうことであ飢機械化の流れからみると，最初は大手の百貨店や量販店たど
の犬型小売業がPOS（販売時点情報管理）システムのなかで，クレシットカ
ードを取扱うことから始まったといえる。すなわちクレジットPOSは船橋東
武や丸井などで，比較的はやくから自杜カードの確認に使われてきたが，最近
では大型小売業によるクレジットPOSは一段と発達している。そしてかかる
発達とともに注目されるのが銀行POSの発展である。これは昭和59年5月に
犬蔵省によって，金融機関のコンピュータとその取引先にある端末機とを通信
回線で接続L，オンライン処理で資金を移動することが許されたことが，引き
金となったものである。すなわちこのようになると，銀行のキャッシュカード
の保有者が，提携先の加盟店で買物をLて，そこにあるPOS端末機に付設さ
れたリーダーにカードを挿入して暗唱番号を打てぱ，信用照会と預金残高のチ
ヱックと代金決済とがリアルタイムで行なわれることになる。まさにキャッシ
ュレス杜会実現への第一歩の道程といえ飢
　このように大型小売業については，クレジットPOSや銀行pOSの導入が
今後も続くものと思われるが，一般の小売業である加盟店についてはどうか。
昭和57年に大手の銀行系カード会杜では，加盟店が使用する端末機を共同で設
置Lようという構想が出たが，他方，信販業界でも同じことを検討し始めたの
で，重複設置を避げるために，共同利用という合意が行なわれ，昭和59年5月
に本格的スタートを切っ㍍60年末現在で全国に約24，000台の小型端末機キャ
ット（CAT－credit　authorization　teminal）が設置されている。
　以上述べたように，いまやPOSやCATの普及で加盟店は次第に無劾カー
ド通知表を照合する必要が減退しているといえる。またこのことはカード会員
である消費考にとってもメリットが大きい。というのは，たとえぱカードを紛
失し，それが気付かないうちに他人に悪用されたとLても，その発見がはやく
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できるからである。
　第二に注目されることは，消費考に対するカウンセリング機構の整備が進も
うとLていることである。クレジット業界全体にとって，これまで信用情報機
構の充実が遅れていたことにもよるが，カードを使いすぎた多重債務考の発生
を防止することは極めて困難であった。そこでクレジヅトり返済が契約日にで
きなくなった個人に対して相談にのり，新しい返済計画を立てさせるようなカ
ウンセリソグ機関が必要とされた。アメリカでは全国消費者信用財団（National
Fomdation　for　Consumer　Credit）の下都組織として約230のヵウンセリ：■
グの窓口（COnsumer　Credit　COmse1ing　Se岬ice－CCCS）があり，この窓
口を通してクレジットに関係した消費考教育，調査，カウンセリングが行なわ
れている。
　わが国でも一昨年（昭和60年）に通産省にクレジット債権回収問題研究会が
設置され，アメリカのCCCSのようなカウンセリソグ機関についての検討が
行なわれ，近い将来この研究会の報告書に沿った機関が創設されることになっ
ている。アメリカのCCCSは債務考との間に入って，新しい返済計画につい
て債権者の同意を求めて交渉する場合もあるが，わが国の場合は，法律上の面
から，かかるところまで簡単には進まないと思われる。それだけに果してカウ
ンセリングの効果がどこまであがるかを疑問視する人もある。Lかしこれを機
会に消費者に対するクレジヅト教育が大いに進むことが期待されている。
　第三にリボルピング信用に対Lて改めて検討すべきであるという声が出てい
ることが注意される。ことに銀行系カード会杜からリボルビングカードの発行
を認めてほLいという希望が出ている。しかし周知の通り割賦販売法によって
銀行系カードの割賦払いは許されていない。これは昭和52年4月および5月の
r中小企業の事業活動の機会の確保のための犬企業者の事業活動の調整に関す
る法律」に関係する衆参両議員商工委員会の付帯決議が根拠になっている。す
なわちこの付帯決議においてぱ，中小企業の事業機会を適正かつ安定的に確保
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するための必要な措置を講ずべきものとLて，銀行系クレジットカード会杜に
対して，割賦販売法におげる総合割賦購入斡旋業老とLての登録を行なわない
ことが決められたのである。
　tかし実際問題とLて，消費老サイドに立つと，その所有する力一．ドによっ
て，分割払いができるものと，それが許されないものをがあるのは不便極りな
い。それに昭和52年頃と現在ではクレジット業界の様子も大きく変化Lてし）
る。信販業界や中小小売商団体と銀行系カード業界との話Lあいで，この問題
解決の糸口が出されることが望まれる。カードを利用するのは消費考なのであ
るから，その要望を尊重していくことが肝要だからである。
　われわれはクレジットカードの動向のうち注目すべきものを取上げ，それに
対する筆考の考えの一端を述べたが，いずれにしてもカードが漸く健全な発展
への歩みを踏み出Lてきたことは確かであるといえる。ただこれからの遣程に
おいて，クレジット業界に各種の整理のための現象が現われてくることも十分
に予想される。
注（1）目本クレジット産業協会「昭和60年版，消費者信用白書」p．163．
　（2）銀行系カード会社のフランチャイズについては，矢島保男「クレジット」（日本
　　経済新闇杜）PP．38－39を参照されたい。
　（3）海江田万里「カード活周法」（扶桑社，昭和60年11月）PP．21－22参考。
　（4）　「1984年クレジット＆ローソ総合調査報告」（金融財政事情研究会，賜和59年7
　　月）。
　（5）日本クレジット産業協会，前掲書，第1節〈I［〉の11「無効カード通知」と照合
　　しているか邊
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